「黒部市職員の退職管理に関する規則」等の概要について
　地方公務員の適正な退職管理を確保するため、地方公務員法（(昭和25年法律第261号)が平成26年５月に一部改正され、第38条の２に基づき、元職員による現職員への働きかけの規制（平成28年４月1日施行）が義務付けられた。黒部市においても、「黒部市職員の退職管理に関する規則」及び「黒部市職員の再就職者による依頼等の届け出の手続に関する規則」を規定した。
１　「黒部市職員の退職管理に関する規則」等の概要

　(1)　規制の対象者
退職した職員（臨時的任用職員及び非常勤職員を除く。）で営利企業及び非営利法人（国、国際機関、地方自治体、特定独立行政法人及び特定地方独立行政法人を除く。）に再就職したもの。
黒部市立の学校に勤務する県費負担教職員の退職者へも適用する。
(2)　働きかけ規制の内容

①　離職前５年間に在職していた執行機関の組織等の職員に対して、契約等事務※又は処分について、離職後２年間、職務上の行為をするように又はしないように要求・依頼することを禁止する。
②　離職５年前よりも前に部長の職についていた場合は、その職に存する期間の職務に関して、離職後２年間、働きかけを禁止する。
③　在職中に自ら決定した契約・処分に関して、期間の定めなく現職員への働きかけを禁止する。

※契約等事務：再就職者が在籍する営利企業等（その子法人を含む。）と黒部市との間で締結される売買、賃借、請負その他契約及び処分に関する事務
(3)　働きかけの承認申請手続き

公務の公正性に支障が生じないと認められる場合に、任命権者に承認を得た上で契約等事務に関し職務上の行為をするように又はしないように要求・依頼することができる。
２　働きかけを受けた職員の届け出
　　働きかけを受けた職員は、規定する様式により公平委員会にその旨を届け出なければならない。

３　規制に違反した場合の過料及び罰則
	違　　反　　者
	過料及び罰則

	働きかけをした元職員
	10万円以下の過料

	不正な行為をするように働きかけた元職員
	1年以下の懲役又は50万円以下の罰金

	働きかけに応じて不正な行為をした職員
	


補　足（Ｑ＆Ａ）

Ｑ１：「営利企業等」とは？

　Ａ　営利企業に加えて、非営利法人（国、地方公共団体、独立行政法人等を除く。）のこと。公益法人やＮＰＯ法人等も含みます。

Ｑ２：働きかけ規制の対象となる「職員」であった者とは？

　Ａ　一般職に属する職員です。臨時職員及び嘱託員は対象外です。特別職である市長、副市長及び教育長は含まれません。

Ｑ３：「再就職者」とは？

　Ａ　職員であったもので離職後に営利企業等に就職した者です。※市の再雇用職員は対象外。

Ｑ４：「契約等事務」とは？

　Ａ　・再就職者が在籍する営利企業等（その子法人を含む。）と黒部市との間で締結される売買、賃借、請負その他契約
・営利企業等に対する処分に関する事務
Ｑ５：「処分」とは？

　Ａ　行政手続法第２条第２号に規定する処分です。

行政手続法第２条第２号：処分　行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。
（許可、認可、免許、決定、裁定、禁止、免除、特許など）
Ｑ６：「要求・依頼」とは？

　Ａ　契約等事務に関して、作為又は不作為を求める行為だけではなく、公開されていない事項に関する質問（情報提要の要求）も規制の対象になります。働きかけの内容が不正化か否かは問いません。
Ｑ７：契約や処分に関する働きかけは、「不正な行為」を求めるものでないものも禁止対象なのか？

　Ａ　不正な行為を求めるものでなくても、契約や処分に関する働きかけは禁止されます。これに該当した場合は、過料の対象になります。
Ｑ８：黒部市と再就職先の営利企業等との間で既に締結済の契約に基づいて代金の支払いを請求したり、黒部市から委託を受けている調査事務について打ち合わせをしたりすることも禁止か？

　Ａ　禁止ではありません。
　　禁止ではない場合の例

　　・行政庁からの指定、登録、委託等を受けて行う試験、検査、検定等をするため必要な場合

　　・法令、市との契約、行政処分に基づく権利行使又は義務の履行をする場合
　　・法令に基づく申請及び届出を行う場合
　　・一般競争入札等による契約を締結するために必要な場合

　　・法令又は慣行により公開が予定されている情報を決まりどおりに情報の提供を求める場合
　　・公務の公正性の確保に支障が生じない場合として「再就職者による依頼等の承認申請書」を任命権者へ提出、承認を受けた場合

Ｑ９：再就職者から働きかけを受けたらどうしたらよいか？

　Ａ　公平委員会へ「再就職者から依頼等を受けた場合の届出書」を届け出なければなりません。

Ｑ10：第三者が、再就職者から職員への働きかけを発見した場合は？

　Ａ　任命権者又は公平委員会へ届け出なければなりません。

Ｑ11：自らが決定した契約・処分とはどのような場合か？

　Ａ　在職期間中に、契約又は処分に関して最終的な決裁者として決裁を行った場合のことです。

